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１．平成28年3月期第1四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年6月30日） 

  

  

  

  

２．配当の状況 
  

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

  

３．平成28年3月期の連結業績予想（平成27年4月1日～平成28年3月31日） 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
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（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第1四半期 354,771 0.7 3,569 219.9 7,786 128.9 4,127 82.6
27年3月期第1四半期 352,302 △3.0 1,115 △77.4 3,402 △63.0 2,261 △45.0

 

(注) 包括利益 28年3月期第1四半期 10,600百万円 ( 993.9％) 27年3月期第1四半期 969百万円 ( △94.3％)
 

  １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益 
  円 銭 円 銭

28年3月期第1四半期 6.45 5.77
27年3月期第1四半期 3.52 3.15

 

（２）連結財政状態   
 

  総資産 純資産 自己資本比率 
  百万円 百万円 ％

28年3月期第１四半期 1,941,921 1,067,477 48.2
27年3月期 1,994,642 1,082,843 46.8

 

(参考) 自己資本 28年3月期第1四半期936,275百万円 27年3月期933,290百万円
 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 － 9.00 － 9.00 18.00

28年3月期 －                

28年3月期(予想)     9.00 － 9.00 18.00
 

  (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 733,000 1.2 11,000 26.5 14,000 3.3 6,500 0.7 10.15
通期 1,536,000 0.6 47,500 16.2 50,000 10.5 23,000 0.6 35.92

 



※ 注記事項 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。この四半期決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続が実施中です。 

  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作

成したものであり、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。 

  

  

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有 

  除外 1社 (社名) 台湾凸版国際彩光股份有限公司 

  （注）詳細は、添付資料4ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の 

         異動」をご覧ください。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無   
 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

② ①以外の会計方針の変更 ： 有 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 
 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年3月期1Ｑ 699,412,481株 27年3月期 699,412,481株 
② 期末自己株式数 28年3月期1Ｑ 59,081,484株 27年3月期 59,060,374株 
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期1Ｑ 640,344,927株 27年3月期1Ｑ 641,979,018株 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）におけるわが国経済は、金

融政策や財政政策の効果もあり、円安を背景とした企業収益の改善やそれに伴う雇用・所得環境の改善な

ど、全体としては緩やかな回復基調が続きました。一方で、中国経済の減速をはじめとする海外景気の下

振れなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しています。 

印刷業界におきましては、インターネット広告などのデジタルメディアが拡大する一方、雑誌や書籍な

どの出版印刷物をはじめとしたペーパーメディアが縮小傾向にあります。また、円安に伴う原材料価格の

上昇、競争激化に伴う単価下落などがあり、全体を通しては厳しい経営環境となりました。 

このような環境のなかでトッパングループは、21世紀の企業像と事業領域を定めた「ＴＯＰＰＡＮ ＶＩ

ＳＩＯＮ ２１」に基づき、「グループを含めた構造改革の遂行」、「新事業・新市場の創出」、「グロー

バルな事業展開の加速」を重要な経営課題と位置付け、グループ一体となって収益体制の強化に取り組ん

でまいりました。新たな収益モデルを早期確立すべく、既存事業においては競争優位性の確立とコスト削

減を推進し、新規事業においては成長分野に対して積極的に経営資源を投入してまいりました。 

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期に比べ0.7％増の3,547億円となりまし

た。また、営業利益は219.9％増の35億円となり、経常利益は128.9％増の77億円となりました。親会社株

主に帰属する四半期純利益は82.6％増の41億円となりました。 

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の状況は以下のとおりです。なお平成27年４月に事業

本部を再編し、「生活・産業事業本部」及び「エレクトロニクス事業本部」を設立したことに伴い、当第

１四半期連結累計期間より報告セグメントの区分を変更しています。以下の前年同期比較につきましては、

前年同期の数値を変更後の事業区分に組み替えた数値で比較しています。 

 

≪情報コミュニケーション事業分野≫ 

セキュア関連では、情報化の進展に伴い個人情報保護に対する関心が高まるなか、専門的な人材や強固

なセキュリティ環境を活かしたＢＰＯ（ビジネスプロセスアウトソーシング）が増加し、全体として前年

を上回りました。 

ビジネスフォーム関連では、ビジネスフォームは、帳票を中心とする印刷物の調達業務を一括で受託す

る企画・提案などを推進したものの、電子化に伴う需要量の減少や配送伝票の簡素化に伴う単価ダウンな

どにより、前年を下回りました。データ・プリント・サービスは、自治体や金融機関などからのＢＰＯ受

託の堅調な増加などにより、前年を上回りました。 

マーケティング関連では、チラシ、パンフレット・カタログは減少したものの、ＳＰ関連ツールやキャ

ンペーン事務局などの業務受託ビジネスが順調に推移し、全体として前年を上回りました。電子チラシサ

イト「Ｓｈｕｆｏｏ！（シュフー）」は、売上やチラシ閲覧数などは順調に拡大しており、平成27年６月

に完全子会社化した株式会社マピオン等とサービス開発で連携することにより更なる事業拡大を目指しま

す。 

コンテンツ関連では、出版市場が依然として縮小するなか、雑誌・書籍ともに前年を下回りました。株

式会社ＢｏｏｋＬｉｖｅは人気マンガ67作品が読める「マンガ無料連載」をスタートさせ、より便利な電

子書籍サービスを多くのユーザに提供、体験してもらうことで、更なるユーザ獲得を進め、事業拡大に注

力しています。 

以上の結果、情報コミュニケーション事業分野の売上高は前年同四半期に比べ2.3％増の2,150億円、営

業利益は37.0％増の70億円となりました。 

 

≪生活・産業事業分野≫ 

パッケージ関連では、紙器は減少したものの、軟包装材や環境配慮型製品である紙製飲料缶「カートカ

ン」は増加しました。また、ライフスタイルの変化に伴う利便性向上、賞味期限延長などの多様なニーズ

を背景に、透明バリアフィルム「ＧＬフィルム」を活用した各種包材の採用が拡大しました。その中の１

つである、電子レンジ専用チャック付パウチ「スマデリバッグ」は第39回木下賞を受賞しました。 

高機能・エネルギー関連では、リチウムイオン二次電池関連部材は大幅に増加しました。 
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建装材関連では、新製品の高意匠化粧コート紙は、２０１５ Ｉｎｔｅｒｚｕｍ Ａｗａｒｄを受賞し

ました。また、「トッパンエコシート」などの環境配慮型製品の積極的な販売を展開しました。その結果、

欧米向けは堅調に推移しましたが、国内向けは前年を下回りました。 

以上の結果、生活・産業事業分野の売上高は前年同四半期に比べ0.7％減の1,006億円、営業利益は4.3％

増の24億円となりました。 

 

≪エレクトロニクス事業分野≫ 

ディスプレイ関連では、カラーフィルタは、国内の大型液晶パネル市場の低迷や中小型液晶パネルの生

産調整の影響を受け、前年を下回りました。 

半導体関連では、フォトマスクは、半導体市場が堅調に推移するなか、海外の先端品拡販に努め、前年

を上回りました。高密度半導体パッケージ基板のＦＣ－ＢＧＡ基板は、海外向けが減少し、前年を下回り

ました。 

以上の結果、エレクトロニクス事業分野の売上高は前年同四半期に比べ2.0％減の455億円、営業利益は9

億円（前年同四半期は営業損失1億円）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ527億円減少し、1兆9,419億

円となりました。これは有価証券が65億円、投資有価証券が36億円、それぞれ増加したものの、受取手形

及び売掛金が475億円、建物及び構築物が187億円、それぞれ減少したことなどによるものです。 

負債は、前連結会計年度末に比べ373億円減少し、8,744億円となりました。これは支払手形及び買掛金

が156億円、賞与引当金が103億円、未払法人税等が47億円、それぞれ減少したことなどによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ153億円減少し、1兆674億円となりました。これはその他有価証券

評価差額金が45億円増加したものの、非支配株主持分が183億円減少したことなどによるものです。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成27年５月12日に公表いたしました業績予想に変更はありません。今後何らかの変化がある場合には

適切に開示してまいります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

前連結会計年度末において連結子会社であった台湾凸版国際彩光股份有限公司は、平成27年４月20日

に当社の保有する全株式を売却したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外し

ております。 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（「企業結合に関する会計基準」等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以

下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25

年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、

支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上すると

ともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定によ

る取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映

させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っており

ます。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－

５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１

四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当該変更が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（たな卸資産の評価方法の変更） 

当社及び一部の連結子会社における製品及び仕掛品の評価方法は、従来、主として売価還元法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりましたが、

原価計算システムが整備されたことで、より精緻な棚卸資産価額の算定と適正な期間損益の把握が可能

となったことに伴い、当第１四半期連結会計期間より、主として個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。 

この会計方針の変更は、過年度に関する必要なデータが蓄積されていないことから、前連結会計年度

期首における累積的影響額を算定することは実務上不可能であるため、変更後の評価方法に基づく当第

１四半期連結会計期間の期首の製品及び仕掛品の帳簿価額と、前連結会計年度の期末における製品及び

仕掛品の帳簿価額の差額を基に算定した累積的影響額を、当第１四半期連結会計期間の期首残高に反映

しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の純資産の帳簿価額に反映された会計方針の変更の累積

的影響額により、利益剰余金の遡及適用後の期首残高は1,287百万円減少しております。また、従来の

方法と比べて、当第１四半期連結会計期間末の製品及び仕掛品は2,081百万円減少しており、当第１四

半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ157百万円減少して

おります。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 
 

 （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 
 

（セグメント情報等） 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 
 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

報告セグメント 

 情報コミュニ 
ケーション 
事業分野 

生活・産業 

事業分野 

エレクトロニク 

ス事業分野 
計 

調整額 

（注） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

売上高       

外部顧客への売上高 207,656 98,294 46,351 352,302 ― 352,302 

  セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
2,637 3,023 151 5,812 △5,812 ― 

計 210,294 101,317 46,503 358,115 △5,812 352,302 

セグメント利益又は損失（△） 

(営業利益又は営業損失（△）) 
5,131 2,354 △112 7,373 △6,257 1,115 

（注）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△6,256百万円等が 
含まれております。全社費用は、主に当社の本社部門及び基礎研究部門等にかかる費用です。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 
 

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
（単位：百万円） 

報告セグメント 

 情報コミュニ 
ケーション 
事業分野 

生活・産業 

事業分野 

エレクトロニク

ス事業分野 
計 

調整額 

（注） 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

売上高       

外部顧客への売上高 212,313 96,959 45,498 354,771 ― 354,771 

  セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
2,738 3,682 83 6,504 △6,504 ― 

計 215,051 100,642 45,581 361,275 △6,504 354,771 

セグメント利益(営業利益)  7,031 2,454 968 10,454 △6,885 3,569 

（注）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△6,963百万円等が 
含まれております。全社費用は、主に当社の本社部門及び基礎研究部門等にかかる費用です。 

 
 

2. 報告セグメントの変更等に関する事項 

当社グループの報告セグメントの区分は、前連結会計年度において「情報コミュニケーション事業分

野」「生活環境事業分野」「マテリアルソリューション事業分野」としておりましたが、当第１四半期

連結会計期間より「情報コミュニケーション事業分野」「生活・産業事業分野」「エレクトロニクス事

業分野」に変更しております。 

これは、平成27年４月に、従来「マテリアルソリューション事業分野」に含まれていた「高機能・エ

ネルギー関連事業」「建装材関連事業」を「生活環境事業分野」と統合する新体制が発足したことなど

に伴うものであります。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、変更後の区分方法により作成し

たものを記載しております。 
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（四半期連結貸借対照表関係） 

１．保証債務 

（１）連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対する保証 

  前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

 Advanced Mask Technology 
Center GmbH & Co.KG 

1,954百万円 ＊１ 1,715百万円 ＊２ 

 
上記＊１及び＊２は外貨建保証債務額であり、＊１については前連結会計年度末日の為替相場により、

＊２については当第１四半期連結会計期間末日の為替相場により、それぞれ円換算しております。 

＊１ 1,954百万円（15,000千ユーロ） 
＊２ 1,715百万円（12,500千ユーロ） 

 

（２）従業員住宅借入金に対する保証 

  前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

  0百万円  －      

 

（３）勤労者財産形成促進法に基づく従業員の銀行からの借入金に対する保証 

  前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

  0百万円  0百万円  

 

２．受取手形割引高 

  前連結会計年度 

（平成27年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成27年６月30日） 

  124百万円  21百万円  

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、
第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次
のとおりであります。 

  前第１四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成27年４月１日 

至 平成27年６月30日） 

 減価償却費 14,221百万円  14,776百万円  
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